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税務訴訟資料 第２７３号（順号２０２３－１８） 

 

 東京地方裁判所 令和●●年（○○）第●●号 処分取消請求事件 

 国側当事者・国（岡山東税務署長ほか） 

 令和５年１０月３１日却下・棄却・控訴 

 

    判    決 

 原告         Ｘ 

 被告         国 

 同代表者法務大臣   小泉 龍司 

 処分行政庁      岡山東税務署長 

            今井 雄二 

 裁決行政庁      国税不服審判所長 

            伊藤 繁 

 同指定代理人     別紙１指定代理人目録記載のとおり 

 

    主    文 

 １ 本件訴えのうち、岡山東税務署長が令和３年５月１０日付けでした交付要求処分の取消しを求

める部分及び国税不服審判所長が令和４年６月２日付けで原告に対してした裁決中上記交付要求

処分に係る部分の取消しを求める部分をいずれも却下する。 

 ２ 原告のその余の請求をいずれも棄却する。 

 ３ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

    事実及び理由 

 第１ 請求 

  １ 岡山東税務署長が令和３年３月２４日付けで原告に対してした令和２年分の所得税及び復興

特別所得税（以下、所得税及び復興特別所得税を併せて「所得税等」という。）に係る還付金

を原告の平成２６年分所得税等第２期分の予定納税に充当する処分（以下「本件充当処分」

という。）を取り消す。 

  ２ 岡山東税務署長が令和３年５月１０日付けで原告に対してした原告の医療法人Ａ（以下「Ａ」

という。）に対する令和元年１１月分以降の給料（扶養手当、時間外手当、宿日直手当等を含

む。）の支払請求権（以下「本件債権」という。）についての差押処分（以下「本件差押処分」

という。）を取り消す。 

  ３ 岡山東税務署長が令和３年５月１０日付けでした本件債権に対する交付要求処分（以下「本

件交付要求」という。）を取り消す。 

  ４ 国税不服審判所長が令和４年６月２日付けで原告に対してした裁決（以下「本件裁決」とい

う。）を取り消す。 

 第２ 事案の概要 

    岡山東税務署長は、原告の令和２年分の所得税等の確定申告により生じた還付金を原告の平

成２６年分所得税等第２期分の予定納税の一部に充当する処分（本件充当処分）を行い、ま
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た、原告が平成３０年分及び令和元年分の所得税等及びこれらに係る無申告加算税を法定納

期限までに完納しなかったとして原告の給与支払請求権に対して差押処分（本件差押処分）

を行い、さらに、令和元年１２月１０日付けでされた差押処分（後記２（２）イにおいて定

義する令和元年差押処分（Ａ分））の執行機関に対して交付要求（本件交付要求）をした。原

告は、上記各処分に対する審査請求をしたが、国税不服審判所長は、これを棄却する旨の裁

決（本件裁決）をした。 

    本件は、原告が、本件充当処分、本件差押処分及び本件交付要求並びに本件裁決はいずれも

違法であるとして、それらの取消しを求める事案である。 

  １ 関係法令の定め 

    本件に関係する法令等の定めは、別紙２の１ないし別紙２の４のとおりである。 

  ２ 前提事実（争いのない事実、顕著な事実並びに後掲の各証拠及び弁論の全趣旨により容易に

認められる事実） 

  （１）原告に対する課税処分等（平成２６年分ないし平成２９年分） 

    ア 岡山東税務署長は、平成２６年６月１３日付けで、原告に対し、原告の平成２６年分の

所得税等の予定納税基準額が７２万６９００円、第２期（納期は同年１１月１日から同年

１２月１日まで）において納付すべき予定納税（以下「本件予定納税」という。）の税額

が２４万２３００円である旨などを通知した（乙１２）。 

      岡山東税務署長は、同年１２月１８日、本件予定納税について上記の納期中に原告から

の納付がなかったため、原告に対し、督促状によりその納付を督促した（乙１３、弁論の

全趣旨）。 

    イ 岡山東税務署長は、前記アとは別に、原告の平成２６年分ないし平成２９年分の所得税

等について、別紙３のとおり決定処分、賦課決定処分等をした（甲９の１～９の３。以下、

原告の平成２６年分ないし平成２９年分の所得税等（本件予定納税を含む。）並びにこれ

らに係る無申告加算税及び延滞税を併せて「平成２６年分ないし平成２９年分各国税」と

いう。）。 

  （２） （１）に係る差押処分 

    ア 岡山東税務署の徴収職員は、令和元年１２月１０日、平成２６年分ないし平成２９年分

各国税を徴収するため、岡山県倉敷市内に所在するＡ、同県浅口市内に所在する医療法人

Ｂ病院（以下「Ｂ病院」という。）及び同県総社市内に所在する医療法人Ｃ（以下「Ｃ」

という。）に対し、国税徴収法１４１条の規定に基づく財産調査（以下「本件調査」とい

う。）を行った（甲９の１～９の３）。 

    イ 令和元年１２月１０日、本件調査の結果を踏まえ、Ａ、Ｂ病院及びＣの従業員等に対し、

原告が有する各給料支払請求権（Ａについては本件債権）を差押債権とする債権差押通知

書がそれぞれ交付された（甲９の１～１０の３、弁論の全趣旨。以下、本件債権に係る差

押えを「令和元年差押処分（Ａ分）」という。）。 

    ウ 岡山東税務署の徴収職員は、原告に対し、前記イの各差押通知書に係る「差押調書（債

権用）（謄本）」を送付し、原告はこれらを受領した（甲１０の１～１０の３、弁論の全趣

旨）。 

  （３）原告に対する課税処分等（平成３０年分及び令和元年分） 

     岡山東税務署長は、原告の平成３０年分及び令和元年分の所得税等について、別紙３のと
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おり決定処分、賦課決定処分等をした（甲２、甲９、乙１４～１７。以下、原告の平成３０

年分及び令和元年分の所得税等並びにこれらに係る無申告加算税及び延滞税を併せて「本件

各国税」という。）。 

     岡山東税務署長は、本件各国税について別紙３記載の納期限までに原告からの納付がなか

ったため、原告に対し、督促状によりその納付を督促した（甲２、乙１４～１７、弁論の全

趣旨）。 

  （４）本件充当処分、本件差押処分及び本件交付要求 

    ア 本件充当処分 

      原告は、令和３年２月２８日、令和２年分の所得税等について、還付金の額を２万１６

９２円とする確定申告書を岡山東税務署長に提出した（以下、当該申告による還付金を

「本件還付金」という。）。 

      岡山東税務署長は、本件予定納税が完納されていなかったため、令和３年３月２４日付

けで、本件還付金を本件予定納税の一部に充当する処分（本件充当処分）をし、国税還付

金充当等通知書により原告にその旨を通知した（甲１）。 

    イ 本件差押処分 

      岡山東税務署の徴収職員は、令和３年５月１０日、本件各国税の徴収するため、Ａに対

し、原告がＡに対して有する給料支払請求権（本件債権）を差押債権とする債権差押通知

書を送付し、Ａは、同月１１日、当該通知書を受領した（甲２、乙１８の１～１８の３）。

また、同署の徴収職員は、原告に対し、本件差押処分に係る差押調書謄本を送付し、原告

は同月１５日、当該謄本を受領した（甲２、乙１８の１、１９の１、１９の２）。 

    ウ 本件交付要求 

      岡山東税務署の徴収職員は、令和３年５月１０日、本件各国税を徴収するため、令和元

年差押処分（Ａ分）の執行機関である岡山東税務署長に対し、本件交付要求をした（乙

３）。また、同署の徴収職員は、同日付けで原告に対し、本件交付要求に係る交付要求通

知書を送付し、原告は同月１５日、同通知書を受領した（甲３、乙１９の１、１９の２、

２０）。 

  （５）再調査請求 

    ア 原告は、令和３年４月３日、本件充当処分を不服として再調査の請求（以下「本件再調

査請求１」という。）をしたところ、岡山東税務署長は、同年６月２４日付けで、本件再

調査請求１を棄却する旨の決定（以下「本件再調査決定１」という。）をした（甲１４、

１５）。 

    イ 原告は、令和３年５月１７日、本件差押処分及び本件交付要求を不服として再調査の請

求（以下「本件再調査請求２」という。）をしたところ、岡山東税務署長は、同年７月５

日付けで、本件再調査請求２を棄却する旨の決定（以下、同決定と本件再調査決定１を併

せて「本件各再調査決定」という。）をした（甲１６、１７）。 

  （６）審査請求 

    ア 審査請求書の提出等 

      原告は、国税不服審判所長に対し、①令和３年７月２１日、本件充当処分の取消しを求

める審査請求をし（乙４）、②同月２７日、本件差押処分及び本件交付要求の取消しを求

める審査請求をした（乙５。以下、上記①及び②の各審査請求を併せて「本件各審査請求」
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という。）。 

    イ 原告の求釈明に係る審理の経過等 

    （ア）岡山東税務署長は、令和３年９月１３日付けで、広島国税不服審判所の首席国税審判

官に対し、前記ア②に係る答弁書（甲２４）を提出した。 

    （イ）岡山東税務署長は、前記ア②に係る審査請求の担当審判官（以下「本件担当審判官」

という。）に対し、前記（ア）の答弁書（甲２４）に関する事実関係及び適法性に関す

る主張を補足するものとして、令和３年１０月１３日付け意見書（乙２２）を提出した。 

    （ウ）原告は、本件担当審判官に対し、令和３年１１月１２日付け主張書面（２）（甲２７）

を提出した。同書面には、「改めて、立証責任を問う。」などとした上で、求釈明を求め

る事項（以下「原告求釈明事項」という。）が列挙されている。 

    （エ）本件担当審判官は、令和３年１１月１２日付けで、岡山東税務署長に対し、「回答書

の提出について」と題する書面（乙８）を送付し、本件差押処分について求釈明をした。 

    ウ 併合後の審理の経過等 

    （ア）本件各審査請求の併合 

       本件担当審判官は、本件各審査請求を併合し、広島国税不服審判所の首席国税審判官

は、令和３年１１月１７日付けで、原告にその旨通知した（甲３２）。 

    （イ）審理の経過 

       ａ 原告は、令和３年１１月１８日付けで「審査請求併合後の主張書面（１）」（甲３

３）及び「審査請求併合後の主張書面（１）訂正」（乙２４）と題する書面を提出

した。これらの書面には、「当該事項について、改めて、立証責任を問う。」などと

した上で、原告求釈明事項が再度列挙されている。 

       ｂ 岡山東税務署の徴収訟務官は、令和３年１１月３０日、本件担当審判官に対し、

前記ａの各書面に対する意見書は提出しない旨を電話で通知した（乙２１）。 

       ｃ 岡山東税務署長は、令和３年１２月１日付けで本件担当審判官に対し前記イ（エ）

の本件担当審判官による求釈明事項につき、回答書（甲３６）を提出した。 

       ｄ 原告は、令和３年１２月９日付けで、本件担当審判官に対し、「審査請求書に因

む主張書面」と題する書面（甲３８）を提出した。同書面には、「岡山東税務署は

立証責任を果たすべきであるので、改めて求釈明事項を提示する。」などとした上

で、原告求釈明事項が改めて列挙されている。 

    （ウ）審理手続の終結 

       ａ 本件担当審判官は、令和４年３月８日付けで、原告に対し、「審理の状況・予定

表」と題する書面（甲３９・２～４枚目）を送付した。 

         また、本件担当審判官は、同日付けで、原告に対し、「争点の確認表」と題する

書面（以下「本件争点確認表」という。甲３９・６枚目以下）を送付した。 

       ｂ 原告は、本件担当審判官に対し、令和４年３月２０日付け主張書面（甲４１）を

提出した。同書面には、本件争点確認表に対する意見として、「争点について、か

なりの再整理がなされるべき現状です。納税者として、審査請求人の権利を以て、

大幅な争点整理を要請します。」などと記載されている。 

       ｃ 本件担当審判官は、令和４年３月２３日付けで、原告に対し、「意見書の提出に

ついて」と題する書面（甲４２）を送付したところ、同書面には「現在のところ、
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争点を再設定する必要があるとは認められません。必要な審理を終えたと認められ

るときは、審理手続を終結することとなりますので、主張の追加等をされる場合に

は、令和４年４月７日までに意見書を提出してください」などと記載されている。 

       ｄ 原告は、本件担当審判官に対し、令和４年４月３日付け主張書面（甲４３）を提

出した。同書面には、「争点の設定は、今のところ、処分そのものを巡っての中立

のものとなっていないため、争点再設定は、理由提示なく、門前払いすることのな

きよう、争点再設定をお願い致します。」などと記載されている。 

       ｅ 岡山東税務署の総括官は、令和４年４月１１日、本件担当審判官に対し、原告提

出に係る前記ｄの主張書面に対して意見書を提出する予定はない旨を電話で通知し

た（乙２５）。 

       ｆ 本件担当審判官は、令和４年４月１２日、本件各審査請求に係る審理手続を終結

し、同月１３日付けで、原告及び岡山東税務署長に対し、その旨を通知した（甲４

４）。 

       ｇ 原告は、令和４年４月２１日付けで、「「審理手続の終結通知」（令和４年１３日

付）取り消しの訴え」と題する書面（甲４５）を提出した。 

    （エ）本件裁決 

       国税不服審判所長は、令和４年６月２日付けで、原告の審査請求をいずれも棄却する

旨の裁決（本件裁決）をした（甲４６）。 

  （７）本件訴訟の提起 

     原告は、令和４年１１月３０日、本件訴訟を提起した。 

  （８）その後の経緯 

     Ａが、令和５年３月１７日、岡山東税務署主任歳入歳出外現金出納官吏に対して同日時点

の平成２６年分ないし平成２９年分各国税残額の全額に相当する６０７万３００８円を送金

したことを受け、同月２７日に配当が行われ、岡山東税務署長にその全額の払渡しがされた

（乙３０、３１）。 

  ３ 争点 

  （１）本件交付要求に係る取消しの訴えについての訴えの利益の存否（本案前の争点）（争点１） 

  （２）本件充当処分の適法性（争点２） 

  （３）本件差押処分の適法性（争点３） 

  （４）本件交付要求の適法性（争点４） 

  （５）本件裁決の適法性（争点５） 

  ４ 争点に関する当事者の主張の要旨 

  （１）争点１（本件交付要求に係る取消しの訴えについての訴えの利益の存否）について 

   （原告の主張の要旨） 

     原告は、本件交付要求に係る取消しの訴えについて訴えの利益を有する。 

     すなわち、令和元年差押処分（Ａ分）及び本件交付要求は不適法であるため、交付が終了

したことにはならない。また、岡山東税務署長は管轄外での処分権限を持たない上、配当計

算書が作成された令和５年３月２０日に先立つ同月１７日に交付要求とは無関係に行われた

Ａからの送金をもって交付が終了したことにはならない。 

   （被告の主張の要旨） 
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    ア 本件交付要求の取消しを求める部分について 

      交付要求は、滞納者の財産につき滞納処分等の強制換価手続が行われた場合において、

その執行機関に対して滞納に係る国税について換価代金等を交付すべきことを要求するも

のであることからすれば、交付要求により加入した強制換価手続において換価代金等の交

付が終了した場合には、交付要求は、目的を完了したものとして、その効力が消滅すると

解するのが相当である。 

      本件において、岡山東税務署の徴収職員は、令和５年３月１７日、令和元年差押処分

（Ａ分）により差し押さえた債権の取立てとして、第三債務者であるＡから、同日時点の

平成２６年分ないし平成２９年分各国税残額の全額につき支払を受けた。そして、岡山東

税務署長は、同月２０日付けで配当計算書（乙３１）を作成し、同月２７日の換価代金等

の交付期日において配当を行ったものであり、令和元年差押処分（Ａ分）により第三債務

者であるＡから給付を受けた金銭の交付が行われた。そうである以上、本件交付要求の効

力は消滅したものと解されるから、その取消しによって回復すべき法律上の利益はない。

よって、本件交付要求の取消しを求める訴えは、訴えの利益を欠くものとして不適法であ

る。 

    イ 本件裁決中の本件交付要求に係る部分の取消しを求める部分について 

      審査請求は原処分の取消しを求めるものであり、その審査請求を棄却した裁決の取消し

の訴えの目的も究極的には原処分の取消しを求めることにあるといえるから、原処分の取

消しを求める訴えの利益が消滅した場合においては、その審査請求を棄却した裁決の取消

しを求める訴えの利益も消滅すると解すべきである。しかるところ、既に本件交付要求の

効力は消滅しており、その取消しによって回復すべき法律上の利益はないといえる以上、

本件裁決のうちの本件交付要求に係る部分の取消しを求める部分もまた、訴えの利益を欠

き不適法である。 

  （２）争点２（本件充当処分の適法性）について 

   （原告の主張の要旨） 

    ア 本件充当処分は、令和３年３月２４日に２万１６９２円を本件予定納税に充当したもの

であるが、本件予定納税については時効が成立しているため（下記イのとおり、令和元年

差押処分（Ａ分）は無効又は不成立であるため、時効の中断は認められない。）、本件充当

処分は違法である。 

    イ 以下のとおり、令和元年差押処分（Ａ分）は無効又は不成立である。 

    （ア）本件調査の違法性 

       本件調査は、滞納処分の権限の引継ぎなしに管轄区域外にある岡山東税務署の徴収職

員が行っている点（国税徴収法１８２条２項）、国税通則法７４条の９（令和２年法律

第３３号による改正前のもの）に基づく事前連絡がされなかった点等において違法であ

る。 

    （イ）差押調書謄本の不存在 

       差押処分の成立要件は、差押調書謄本の発令と到達である。 

       本件においては、本件調査で差押調書等が作成されたこととされているが、そもそも

国税徴収法１４１条に基づく任意の調査において差押調書等を作成することは許されな

い。 
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       また、Ａの納税地を所轄しない岡山東税務署の職員は差押調書の作成権限を有しない

（国税通則法４３条、国税徴収法１８２条２項）。 

       さらに、「差押調書（債権用）」（甲９の１～９の３）の岡山東税務署長の決裁日は令

和元年１２月１６日であり、同月１０日は起案日にすぎないため、当該日に差押処分が

されたものとは認められない。 

       加えて、「差押調書（債権用）（謄本）」（甲１０の１～１０の３）は「差押調書の謄本」

であって、差押処分の成立要件である「差押調書謄本」ではない（国税徴収法５５条）。 

       これらのことからすれば、令和元年差押処分（Ａ分）は、差押調書謄本の発令と到達

という要件を欠き、無効又は不成立である。 

    （ウ）取消訴訟の係属 

       平成２６年分ないし平成２９年分各国税の決定処分及び無申告加算税の賦課決定処分

については取消訴訟が係属中であり、その滞納は確定していない。 

       また、令和元年差押処分（Ａ分）も、取消訴訟が係属中であり、その成立は確定して

いない。 

    （エ）その他の事情 

       岡山東税務署長は、Ｂ病院及びＣに対して差押処分を解除する旨の通知をしたが（国

税徴収法７９条２項）、被告は既に部分充当をしている上（甲１）、管轄区域外であるた

め、解除の要件を満たしていない。 

       また、Ａへの取立訴訟は、滞納処分と強制執行等との手続の調整に関する法律基本通

達３６条の７関係２（１）に定められた要件である競合債権の存在及び強制執行の実行

を満たさず、違法である。 

    ウ 以下のとおり、本件充当処分に係る再調査請求の手続には違法がある。 

      再調査は再調査審理庁がこれを行うべきであるにもかかわらず（国税通則法８１条）、

本件充当処分に係る再調査請求は岡山東税務署長が棄却しており、違法である。 

      また、再調査審理庁は、請求人に口頭で再調査の請求に係る事件に関する意見を述べる

機会を与えなければならないところ（国税通則法８４条）、原告はこの機会を剥奪されて

おり、違法である。 

   （被告の主張の要旨） 

    ア 本件予定納税の法定納期限は平成２６年１２月１日であるところ、本件予定納税に係る

徴収権の消滅時効は、同月１８日の岡山東税務署長による督促及び令和元年差押処分（Ａ

分）により中断し、この中断の効力は、岡山東税務署長の徴収職員が本件債権の全額を取

り立てて令和元年差押処分の効力が消滅した令和５年３月１７日まで継続した。 

      そのため、本件還付金が生じた令和３年２月２８日時点において、原告には納付すべき

国税（本件予定納税）が存在していたものといえ、本件充当処分は、国税通則法５７条１

項所定の充当の要件を満たすものである。 

    イ 令和元年差押処分（Ａ分）について 

      以下のとおり、令和元年差押処分（Ａ分）は適法に成立している。 

    （ア）本件調査の適法性 

       本件調査は国税徴収法１４１条に基づく質問検査であるところ、これに当たり事前連

絡を必要とする規定はない。また、原告の住所地は令和元年１２月１０日時点において
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岡山市中区であるところ、本件予定納税の徴収の所轄庁は同区を管轄する岡山東税務署

である（所得税法１５条１号）。 

    （イ）差押調書謄本の存在 

       岡山東税務署の徴収職員は令和元年１２月１０日、原告が同日時点で滞納していた本

件予定納税を含む国税を徴収するため、本件債権を差し押さえたものであり（令和元年

差押処分（Ａ分））、その際、同署の徴収職員は、国税徴収法５４条２号に基づいて差押

調書（甲９）を適法に作成し、同差押調書の謄本（甲１０）を原告に交付した。 

    ウ 本件充当処分に係る再調査請求の手続について 

      仮に本件充当処分に係る再調査請求の手続に違法な点があるとしても、それは本件充当

処分の違法事由とはなり得ない。 

  （３）争点３（本件差押処分の適法性）について 

   （原告の主張の要旨） 

     国税徴収法６２条によれば、二重差押えは確定債権の存在と強制換価手続が要件である。

しかるに、本件各国税の決定処分及び賦課決定処分に係る所得税等については課税処分の取

消訴訟が係属中であり、その滞納は確定していない。また、前記（２）のとおり、令和元年

差押処分（Ａ分）は無効又は不成立である。 

     さらに、本件差押処分は、権限の引継ぎなしに管轄区域外にある岡山東税務署の徴収職員

が行っており、違法である（国税徴収法１８２条２項）。 

     本件差押処分に係る再調査請求についても、再調査審理庁ではなく岡山東税務署長が棄却

しており、違法である（国税通則法８１条）。 

   （被告の主張の要旨） 

    ア 岡山東税務署長は、本件各国税の納付を督促する督促状を発した日から起算して１０日

を経過した日までに原告が本件各国税を完納しなかったため、令和３年５月１０日付けで

第三債務者であるＡに債権差押通知書を送達し、令和元年１１月以降に発生する原告のＡ

に対する給与の支払請求権（本件債権）のうち、国税徴収法７６条１項により差押えが禁

止されている金額を控除した残額を本件各国税の限度で差し押さえた。その際、本件徴収

職員は、国税徴収法５４条２号に基づき、差押調書（乙２）を作成し、その謄本（甲２）

を原告宛てに簡易書留郵便で送付し、原告はこれを受領した。 

      したがって、本件差押処分は適法な手続を経てされたものである。 

    イ 平成３０年分及び令和元年分の所得税等に係る徴収権に係る徴収権の行使が可能である

ことについて 

      平成３０年分及び令和元年分の所得税等の決定処分及び無申告加算税の賦課決定処分は

いずれも行政処分であり、取消権限のある者によって取り消されるまでは有効なものとし

て扱われるため、上記各処分に係る取消訴訟が係属中であるからといって、本件各国税に

係る租税債務が確定していないことにはならない。 

    ウ 令和元年差押処分（Ａ分）の適法性について 

      令和元年差押処分（Ａ分）は適法であるし、行政処分であるから別途取消権限のある者

によって取り消されるまでは有効なものとして扱われる。 

    エ 再調査請求について 

      仮に本件差押処分に係る再調査請求の手続に違法な点があるとしても、それは本件差押
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処分の違法事由とはなり得ない。 

  （４）争点４（本件交付要求の適法性）について 

   （原告の主張の要旨） 

     平成３０年分及び令和元年分の所得税等の決定処分及び無申告加算税の賦課決定処分につ

いては原告が取消しを求めて提起した訴訟が係属中であり、滞納は確定していないため、本

件交付要求も違法である。 

     また、前記（２）のとおり、令和元年差押処分（Ａ分）は無効又は不成立であるため、本

件交付要求はその前提を欠くものである。 

     さらに、本件交付要求に係る再調査請求も、再調査審理庁ではなく岡山東税務署長が棄却

しており、違法である（国税通則法８１条）。 

   （被告の主張の要旨） 

    ア 岡山東税務署長は、令和元年差押処分（Ａ分）により本件債権が差し押さえられていた

ことから、国税徴収法８２条１項の定める滞納者の財産につき強制換価手続が行われた場

合に当たるとして、同項に基づき本件交付要求をし、同署の徴収職員は、同条２項に基づ

き、交付要求通知書によりその旨原告に通知した。 

      したがって、本件交付要求は適法な手続を経てされたものである。 

    イ 平成３０年分及び令和元年分の所得税等に係る徴収権の行使が可能であること、令和元

年差押処分（Ａ分）が適法であること及び再調査請求の手続に違法な点があるとしても本

件交付要求の違法事由とはなり得ないことについては、いずれも前記（３）のとおりであ

る。 

  （５）争点５（本件裁決の適法性）について 

   （原告の主張の要旨） 

     本件裁決は、以下のとおり違法である。 

    ア 岡山東税務署は違法行為の隠蔽 

      本件担当審判官は、本件調査において原告の承諾なしに収集した証拠力を有しない資料

の閲覧又は写しの交付を原告に請求させることで（甲２８）、岡山東税務署の違法な情報

収集行為を隠蔽しようとした。 

    イ 求釈明の懈怠 

      本件担当審判官は、岡山東税務署長に対し、原告の求める求釈明を行って主張及び立証

（差押調書謄本の提出等）の補充を促すべきであったにもかかわらず、これを怠った。 

    ウ 争点整理に係る違法事由 

      本件担当審判官は、本件争点確認表を作成したが、原告提出に係る証拠を全て排斥した

結果、「争いのない事実」には再調査審理庁が棄却の再調査決定をした等の虚偽の記載が

されている。また、原告が本件争点確認表に対して異議を申し立てたにもかかわらず、本

件担当審判官はこれを一方的に排斥した。これは、「一応確定された争点も、その後の審

査請求人の主張の追加、変更又は撤回によって争点の再整理を行う」旨を定める審理手続

指針に違背するものである。 

    エ 審理手続の終結に係る違法事由 

      本件担当審判官は、審理手続指針における終結の要件を満たしていないにもかかわらず、

本件各審査請求に係る審理手続を終結した。 
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    オ 本件裁決の内容に係る違法事由 

本件裁決は、争いのない事実に対する請求人の異議が一方的に排斥された結果、存在し

ない差押調書謄本を存在するものとしている点、本件調査を国税徴収法１４１条に基づく

任意調査としながら同日に強制換価手続が行われたと矛盾した認定をしている点、再調査

請求につき岡山東税務署長ではなく再調査審理庁が棄却したこととしている点、令和元年

差押処分（Ａ分）は無効又は不成立であるにもかかわらずその存在を認めている点、岡山

東税務署の徴収職員の徴収行為が管轄区域外で行われたことについて記載されていない点

等においてその内容に虚偽がある。 

   （被告の主張の要旨） 

    ア 担当審判官には、質問検査権の発動、求釈明の活用、争点の整理、審理手続の終結の判

断等について広範な裁量が認められているところ、以下のとおり、本件担当審判官は裁量

権の範囲の逸脱又はその濫用をしたものではなく、本件裁決は適法である。 

    イ 本件調査において収集した資料 

      本件調査が適法であることは前記（２）イ（ア）のとおりであるため、本件担当審判官

は、岡山東税務署の徴収職員による違法な情報収集行為を隠蔽したものではない。 

    ウ 釈明権の行使 

      本件担当審判官は、令和元年差押処分（Ａ分）に係る原告の主張を踏まえ、岡山東税務

署長に対し、公平、迅速な審理と適正な裁決を得る目的をもって適切に釈明権を行使した

（乙８）。 

      その余の原告の求釈明申立ては、岡山東税務署長が既に主張している事実であるにもか

かわらず、その主張に不足があるなどと主張するものにすぎず、かかる原告の申立てに応

じなかったことは本件担当審判官の裁量権の範囲の逸脱又はその濫用とはならない。 

    エ 争点整理 

      原告の異議申立ては、原告の主張する事実や法的評価を前提としたものであり、原告独

自の見解に基づき本件担当審判官による事実関係の整理や争点の設定を論難しているもの

にすぎないため、その排斥は本件担当審判官の裁量権の範囲の逸脱又はその濫用には当た

らない。 

    オ 審理手続の終結 

      前記エのとおり、争点整理の結果につき裁量権の範囲の逸脱又はその濫用があったとい

えない上、本件争点確認表の送付後に原告が主張した内容は、それまでの原告の主張を繰

り返すものにすぎないことは明らかである。そのため、本件担当審判官が、追加の主張立

証は必要ない旨判断して審理手続を終結したこと及びその後審理手続を再開しなかったこ

とは、いずれも相当である。 

 第３ 当裁判所の判断 

  １ 争点１（本件交付要求に係る取消しの訴えについての訴えの利益の存否）について 

  （１）認定事実 

     前記前提事実に加え、掲記の各証拠及び弁論の全趣旨を総合すれば、令和元年差押処分

（Ａ分）及び本件交付要求の経緯について、次の事実が認められる。 

    ア Ａから、令和５年３月１７日、同日時点の平成２６年分ないし平成２９年分各国税残額

の全額に相当する額の送金があったことを受け、岡山東税務署の徴収職員は、同月２０日
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付けで、Ａに対し、「受入区分」を「差押債権受入金」とし、備考欄に「ただし納税者Ｘ

に係る分」と記載した領収証書を発行した（甲６３の３、乙２９～３１。なお、原告は、

乙２９について成立の真正を争っているが、その趣旨は令和元年差押処分（Ａ分）が無効

又は不存在であることを前提とするものと解されるところ、後記２（２）のとおり当該前

提は認められないため、乙２９は真正に成立したものと認められる。）。 

    イ Ａは、前記アの送金に当たり、令和５年３月１６日、岡山東税務署の職員に対し、「最

終確定ではありませんので「弁済」の意ではありません。」等と記載された書面を送付し

た（甲６３の１）。 

      また、Ａは、同月２３日付けで、「【受入区分】が『差押債権受入金』とされていますが、

適法ではありません。」、「債権に関しては係争続行中であり（備考欄に記すべき事由）、つ

まり未決である。」等と記載された「令和５年３月２０日付け領収書訂正依頼書」と題す

る書面を岡山東税務署長らに宛てて送付した（甲６３の５）。 

    ウ 岡山東税務署の徴収職員は、令和５年３月２０日付けで配当計算書を作成した。これに

基づいて同月２７日の換価代金等の交付期日において配当が行われたところ、平成２６年

分ないし平成２９年分各国税に対する配当金額は６０７万３００８円（その残額の全額）、

本件各国税に対する配当金額は０円であった。（乙３１） 

  （２）取消訴訟における訴えの利益の必要性について 

     処分の取消しの訴え及び裁決の取消しの訴え（取消訴訟）は、当該処分又は裁決の取消し

を求めるにつき法律上の利益を有する者（処分又は裁決の効果が期間の経過その他の理由に

よりなくなった後においてもなお処分又は裁決の取消しによって回復すべき法律上の利益を

有する者を含む。）に限り提起することができる（行政事件訴訟法９条１項）。 

  （３）本件交付要求の取消しを求める部分の訴えの利益について 

    ア 交付要求は、滞納者の財産につき滞納処分等の強制換価手続（国税徴収法２条１２号）

が行われた場合において、その執行機関に対して滞納に係る国税について換価代金等を交

付すべきことを要求するものである。このことからすれば、交付要求により加入した強制

換価手続において換価代金等の交付が終了した場合には、交付要求は、その効果が消滅す

るものというべきである。よって、かかる場合には、交付要求の取消しにより回復すべき

法律上の利益は存しないものと解するのが相当である。 

    イ これを本件についてみるに、令和５年３月１７日、令和元年差押処分（Ａ分）により差

し押さえた債権の取立てとして、第三債務者であるＡから、同日時点の平成２６年分ない

し平成２９年分各国税残額の全額に相当する額の送金を受け（認定事実ア）、岡山東税務

署の徴収職員は、同月２０日付けで配当計算書を作成し、これに基づいて同月２７日の換

価代金等の交付期日においてその全額につき配当が行われた（認定事実ウ）。 

      そうすると、本件交付要求により加入した令和元年差押処分（Ａ分）において、第三債

務者であるＡから給付を受けた金銭の交付は終了したものと認められ、本件交付要求は、

その効果が消滅したものと解される。したがって、原告には、もはや本件交付要求の取消

しによって回復すべき法律上の利益は存しないものというべきである。 

    ウ（ア）この点につき、原告は、Ａが令和５年３月１７日に岡山東税務署に対して送金した

６０７万３００８円は、本件交付要求と無関係のものであるなどと主張する。 

        しかしながら、同月２０日付け領収証書（甲６３の３）によれば、上記６０７万３
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００８円は「差押債権受入金」として受け入れられている（認定事実ア）。もっとも、

「令和５年３月２０日付け領収書訂正依頼書」と題する書面（甲６３の５）には「債

権に関しては係争続行中であり（備考欄に記すべき事由）、つまり未決である。」など

と記載されているが、仮に課税処分の取消訴訟が係属中であるとしても、国税徴収法

上、課税処分に係る判決が確定するまでそれに基づく徴収手続を進められないことを

定めた規定は見当たらず、判決等により無効又は取消しが確定するまでは当該課税処

分は有効に成立しているものと扱われるべきことは明らかである。そうすると、上記

６０７万３００８円は、本件交付要求により加入した令和元年差押処分（Ａ分）に基

づいて、第三債務者であるＡから給付を受けた金銭であると解するほかはない。 

     （イ）また、原告は、Ａからの前記（ア）の送金が配当計算書の作成に先立ち行われた点

が違法であると主張する。 

        しかしながら、配当計算書は、第三債務者等から給付を受けた金銭等を配当しよう

とするときに作成されるものであり（国税徴収法１２８条１項２号、１３１条）、第

三債務者等からの給付を受けるより前にその作成をしなければならないというもので

はない。 

     （ウ）その他にも、原告は、本件交付要求の取消しを求める部分の訴えの利益が認められ

る理由として、①令和元年差押処分（Ａ分）が不適法であること、②本件交付要求が

管轄区域外で権限を持たない岡山東税務署長により行われていることなどを挙げるが、

これらの点は本案で検討される事項であり、この点をおくとしても、①令和元年差押

処分（Ａ分）が適法であることは後記２（２）のとおりであり、また、②後記３（２）

と同様の理由により、岡山東税務署長は本件交付要求をする権限を有するものと解さ

れる。 

    エ 以上説示したところからすれば、本件訴えのうち本件交付要求の取消しを求める部分に

ついては、訴えの利益を欠くものというべきである。 

  （４）本件裁決中本件交付要求に係る部分の取消しを求める部分の訴えの利益について 

     裁決の取消しを求める訴えの目的は究極的には原処分の取消しを求めることにあると解さ

れるから、原処分を取り消すことについて法律上の利益が消滅した場合には、裁決の取消し

を求める訴えの利益も消滅したと解するのが相当である。よって、本件裁決中本件交付要求

に係る部分の取消しを求める部分についても、その訴えの利益がないことは明らかである。 

  ２ 争点２（本件充当処分の適法性）について 

  （１）本件充当処分は、本件予定納税が原告の納付すべきこととなっている国税であることを前

提に、本件還付金をこれに充当したものである（国税通則法５７条１項）。 

  （２）この点につき、原告は、本件予定納税は本件充当処分に先立って時効により消滅しており、

原告の「納付すべきこととなっている国税」には該当しないため、本件充当処分はその前提

を欠く旨主張する。 

     そこで検討するに、前提事実（１）アによれば、本件予定納税の法定納期限は平成２６年

１２月１日であるところ、岡山東税務署長は、原告が本件予定納税を法定納期限までに納付

しなかったために、同月１８日付け督促状を発しており、その結果、当該督促状は通常到達

すべきであったときに送達があったものと推定される（国税通則法１２条１項及び２項）。

そして、原告が上記督促を受けても本件予定納税を完納しなかったことから、債権差押通知
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書が令和元年１２月１０日にＡの従業員に対して交付されたものであるところ（前提事実

（２）イ）、債権の差押えは、第三債務者に対する債権差押通知書の送達によって行われ

（国税徴収法６２条１項）、上記差押えの効力は、債権差押通知書が第三債務者に送達され

た時に生ずるのであるから（同条３項）、令和元年差押処分（Ａ分）は効力発生要件を具備

し、有効に成立したものと認められる。 

     したがって、本件予定納税に係る徴収権の消滅時効は、平成２６年１２月１８日の岡山東

税務署長による督促及び令和元年差押処分（Ａ分）により中断し、この中断の効力は、差し

押さえられた本件債権の全額が取り立てられ、令和元年差押処分（Ａ分）の効力が消滅した

令和５年３月１７日まで継続していたものといえる（国税通則法７２条３項、７３条４号、

民法（平成２９年法律第４４号による改正前のもの）１４７条２号、１５７条１項参照）。 

     よって、本件還付金が生じた令和３年２月２８日時点において、原告には「納付すべきこ

ととなっている国税」である本件予定納税が存在していたものといえるから、本件充当処分

は、国税通則法５７条１項所定の充当の要件を満たすものというべきである。 

  （３）ア 原告は、令和元年差押処分（Ａ分）につき、①本件調査が岡山東税務署長の管轄区域

外の施設に対して行われた点、②本件調査に際し、国税通則法７４条の９（令和２年法

律第３３号による改正前のもの）に基づく事前連絡がされなかった点において違法があ

ると主張する。 

       しかしながら、①の点につき、原告の住所地は、令和元年差押処分（Ａ分）があった

令和元年１２月１０日時点において岡山市中区であったところ（甲１０の１）、平成２

６年分ないし平成２９年分各国税の徴収に係る所轄庁は、同区を含む岡山市内の一部を

管轄する岡山東税務署である（所得税法１５条１号、国税通則法４３条１項）。原告が

指摘する国税徴収法１８２条２項は、差し押さえるべき財産又は差押財産がその管轄区

域外にあることを前提に、滞納処分の引継ぎをすることができる場合について定めるも

のであり、本件調査についてはその適用の前提を欠く。そして、所轄の税務署長等に対

して他への権限の引継ぎを義務付ける規定は存在しないことから、岡山東税務署の徴収

職員が本件調査を行った点に違法はない。 

       また、②の点につき、国税通則法７４条の９は、課税標準等又は税額等を認定するた

めの調査についての事前通知を定めたものであり、国税徴収法１４１条に基づく滞納処

分のための財産調査については事前通知を義務付ける規定は存在しないことから、原告

の上記主張は採用することができない。 

     イ さらに、原告は、①国税徴収法１４１条に基づく本件調査において差押調書等を作成

することは許されない、②岡山東税務署の徴収職員は差押調書の作成権限を有しない、

③令和元年１２月１０日は差押調書の起案日にすぎないため、当該日に差押処分がされ

たものとは認められない、④「差押調書（債権用）（謄本）」（甲１０の１～１０の３）

は国税徴収法５５条の通知のために用いられる差押調書謄本ではないなどとして、令和

元年差押処分（Ａ分）は差押調書謄本の発令と到達という要件を欠き、無効又は不成立

であると主張する。 

       しかしながら、①につき、差押調書は滞納者の財産を差し押さえたときに作成される

ものであるところ（国税徴収法５４条）、本件調査に引き続いて行われた令和元年差押

処分（Ａ分）後に差押調書が作成されたことに何ら違法はない。また、②につき、平成
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２６年分ないし平成２９年分各国税の徴収の所轄庁が岡山東税務署であることは前記ア

のとおりであり、国税徴収法は、徴収職員に対し滞納者の国税について財産を差し押さ

える権限（４７条）及び差し押さえた場合に差押調書を作成し、その謄本を滞納者に交

付する権限（５４条）を付与しているため、令和元年差押処分（Ａ分）に係る差押調書

及び「差押調書（債権用）（謄本）」は、差押処分後にその所轄庁の徴収職員が作成した

適法なものといえる。そして、③についても、岡山東税務署の徴収職員は上記のとおり

差押調書を作成する権限を有するのであるから、同署長の決裁日が令和元年１２月１６

日であることは、令和元年差押処分（Ａ分）が同月１０日にされたことを否定するもの

ではない。さらに、④について、原告の指摘する国税徴収法５５条は質権者等に対する

差押えの通知について規定したものであり、差押処分の成立要件を定めたものではない

上、徴収職員が滞納者の財産を差し押さえた際に滞納者に対して交付しなければならな

い差押調書の謄本（国税徴収法５４条）は、令和元年差押処分（Ａ分）に際しては岡山

東税務署の徴収職員が原告に対して令和元年差押処分（Ａ分）に係る「差押調書（債権

用）（謄本）」を郵送する方法により交付している（前提事実（２）ウ）。したがって、

原告の上記主張はいずれも採用することができない。 

     ウ 次いで、原告は、平成２６年分ないし平成２９年分各国税の決定処分及び無申告加算

税の賦課決定処分並びに令和元年差押処分（Ａ分）それ自体について、取消訴訟が係属

中であり確定していない点を指摘するが、課税処分は判決の確定等により無効又は取消

しが確定するまで有効に成立しているものと解すべきことは前記１（３）ウ（ア）のと

おりであり、また、差押処分に係る判決が確定するまで時効が中断しないことを定めた

規定も見当たらず、差押処分についても、判決等によりその無効又は取消しが確定する

までは有効に成立しているものと解するのが相当である。したがって、原告の上記主張

を採用することはできない。 

     エ 加えて、原告は、令和元年差押処分（Ａ分）につき、①岡山東税務署長が、Ｂ病院及

びＣに対して令和元年差押処分（Ａ分）と同時に行った差押処分を、要件を満たしてい

ないにもかかわらず解除した、②Ａへの取立訴訟が、滞納処分と強制執行等との手続の

調整に関する法律基本通達３６条の７関係２（１）に定められた要件を満たしていない

などとして、令和元年差押処分（Ａ分）は違法であると主張する。 

       しかしながら、①につき、Ｂ病院及びＣに対する差押処分は令和元年差押処分（Ａ分）

と別個の処分であり、仮にこれらの各処分に違法な点があったとしても、このことは令

和元年差押処分（Ａ分）の適法性に影響を及ぼすものではない。また、②につき、原告

が指摘する基本通達は取立訴訟に補助参加する際の規律を定めたものであり、令和元年

差押処分（Ａ分）の適法性には何ら関係がない。 

       したがって、上記原告の主張はいずれも採用することができない。 

     オ さらに、原告は、本件充当処分に係る本件再調査請求１の手続が違法であると主張す

る。 

       しかしながら、仮に再調査決定の手続に違法な点があったとしても、このことは本件

充当処分の適法性に影響を及ぼすものではない。この点をおくとしても、再調査審理庁

は「再調査の請求がされている税務署長その他の行政機関の長」をいうのであり（国税

通則法８１条３項）、本件再調査請求１がされている行政機関の長である岡山東税務署
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長が再調査審理庁として本件再調査請求１を棄却したことは、国税通則法の規定する手

続に反するものとはいえない。 

       また、原告は、岡山東税務署長が、原告の意見を述べる機会を与えていない点で本件

再調査決定１は国税通則法８４条１項に違反する旨主張するが、同署長が、同項本文に

反してその意見を述べる機会を原告に与えなかったものと認めるに足りる証拠はない。 

       したがって、上記原告の主張はいずれも採用することができない。 

     カ なお、原告は、令和２年度所得税等の確定申告書の見直し・確認と還付金の振込先の

通知を求められたことを指摘し（甲５９の１）、これは本件充当処分が違法であること

と整合する旨を主張するものとも解されるが、上記通知は社会保険料控除や配偶者控除、

扶養控除に関する内容であり、本件充当処分の違法性を基礎付けるものではない。 

  （４）以上のことからすれば、本件充当処分は適法である。 

  ３ 争点３（本件差押処分の適法性）について 

  （１）前提事実（３）によれば、平成３０年分国税の法定納期限は令和２年４月１６日、令和元

年分国税の法定納期限は令和３年４月１５日であるところ、原告が本件各国税を法定納期限

までに納付しなかったために、岡山東税務署長は、平成３０年分国税については令和２年６

月８日付けで、令和元年分国税については令和３年４月１６日付けで督促状を発しており、

その結果、上記各書類は通常到達すべきであったときに送達があったものと推定される（国

税通則法１２条１項及び２項）。そして、原告が上記督促を受けても本件各国税を完納しな

かったことから、岡山東税務署の徴収職員が、令和３年５月１０日、Ａに対して債権差押通

知書を送付し、同通知書は同月１１日に配達された（本件差押処分。乙１８の１～１８の

３）。債権の差押えは、第三債務者に対する債権差押通知書の送達によって行い（国税徴収

法６２条１項）、上記差押えの効力は、債権差押通知書が第三債務者に送達された時に生ず

るのであるから（同条３項）、本件差押処分は効力発生要件を具備し、有効に成立したもの

と認められる。 

  （２）これに対し、原告は、①本件各国税については、課税処分の取消訴訟が係属中であり、同

各課税処分に係る債務の内容は法的に確定していない、②本件差押処分は権限の引継ぎなし

に岡山東税務署長により行われている、③本件差押処分に係る再調査請求２を、再調査審理

庁ではなく岡山東税務署長が棄却しているなどとして、令和元年差押処分（Ａ分）は違法で

あるなどと主張する。 

     しかしながら、①につき、課税処分は判決の確定等により無効・取消しが確定するまでは

有効に成立しているものと扱われると解すべきであることは前記１（３）ウ（ア）のとおり

であり、②につき、原告の住所地は、本件差押処分があった令和３年５月１０日時点におい

ても岡山市中区であったところ（乙２）、本件各国税の徴収の所轄庁が同区を管轄する岡山

東税務署であり、その権限の引継ぎを義務付ける規定が存在しないことは前記２（３）アの

とおりである。③についても、仮に再調査決定の手続に違法な点があったとしても本件差押

処分の適法性に影響を及ぼすものではなく、岡山東税務署長が再調査審理庁として本件再調

査請求２を棄却したことが国税通則法の規定する手続に反するものとはいえないことは、前

記２（３）オと同様である。 

     したがって、原告の上記主張はいずれも採用することができない。 

  （３）以上のことからすれば、本件差押処分は適法である。 
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  ４ 争点５（本件裁決の適法性）について 

  （１）国税通則法９７条１項によれば、担当審判官が審理を行うために必要があると判断した場

合には原処分庁等に対する質問検査権を行使することができるのであるから、同項の審査請

求人の申立ては、担当審判官の上記質問検査権の職権発動の端緒にとどまり、同項に基づく

調査を実施するか否か並びに調査の相手方及び調査の方法の選択等については、担当審判官

の広範な裁量に委ねられているものと解される。また、担当審判官が、審査請求事件の審理

に当たり、審査請求人又は原処分庁に対する主張や事実関係についての求釈明を活用し、事

実上及び法律上の争点について整理をするか否かも、担当審判官の裁量に委ねられているも

のと解される。 

     そして、担当審判官は、必要な審理を終えたと認めるときは、審理手続を終結するものと

されているのであって（国税通則法９７条の４第１項）、必要な審理を尽くし、審理手続を

終結して裁決をするに熟したかの判断についても、担当審判官の広範な裁量に委ねられてい

るものと解される。 

  （２）ア この点につき、原告は、本件担当審判官が「証拠書類等の閲覧等及び担当審判官との

面談について」と題する書面（甲２８）を原告に送付した行為につき、処分行政庁が本

件調査において原告の承諾なしに収集した証拠力を有しない資料の閲覧又は写しの交付

を原告に請求させて岡山東税務署の違法な情報収集行為を隠蔽しようとしたものであり、

違法であるなどと主張する。 

       しかしながら、本件調査に違法な点はうかがわれず（前記２（３）ア参照）、また、

本件担当審判官による上記書面の送付は、審理関係人である原告に保障された原処分庁

から提出された物件等の閲覧又は写しの交付を請求する権利（国税通則法９７条の３）

に資するために行われたものであり、上記書面の送付や原告による閲覧又は写しの受領

は、当該物件の証拠力に何ら影響を及ぼすものではない。 

     イ また、原告は、本件担当審判官が岡山東税務署長に対して求釈明を行わなかったこと

が違法である旨主張するところ、前提事実（６）イ及びウのとおり、原告提出に係る令

和３年１１月１２日付け主張書面（２）（甲２７）、同月１８日付け「審査請求併合後の

主張書面（１）」（甲３３）及び同年１２月９日付け「審査請求書に因む主張書面」と題

する書面（甲３８）には、求釈明を求める旨の記載があり、これらの求釈明の内容（原

告求釈明事項）は全て同一となっている。 

       もっとも、原告求釈明事項は原告自身の主張を記載したものであるところ、本件担当

審判官は、本件差押処分及び本件交付要求に対する審査請求に係る答弁書（甲２４）及

び意見書（乙２２）における、上記各処分は適法であり原告の主張にはいずれも理由が

ない旨の岡山東税務署長の主張を踏まえ、同署長に対して「回答書の提出について」と

題する書面（乙８）を送付し、原告求釈明事項の一部に関連する求釈明を行い、同署長

は当該求釈明に対し、回答書（甲３６）を提出したことが認められる。その後、原告は、

主張書面を追加で提出するとともに、「審査請求併合後の主張書面（１）」（甲３３）や

「審査請求併合後の主張書面（１）訂正」（乙２４）、「審査請求書に因む主張書面」（甲

３８）において原告求釈明事項に係る求釈明を重ねて行ったが、同署長はそれ以上の主

張をしなかった。 

       以上のような本件各審査請求に係る審理の経過からすれば、岡山東税務署長は、原告
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の主張及び本件担当審判官の求釈明を踏まえ、原告の主張に対して相応の反論をしてい

るということができるのであって、本件担当審判官が、「回答書の提出について」と題

する書面（乙８）に記載した事項のほか、必要な申立ての存在は認められないとして同

署長に対して求釈明を重ねて行わなかったとしても、それは合理的な裁量の範囲内の行

為であると認められる。 

     ウ さらに、原告は、本件担当審判官が、本件争点確認表に記載された争点に対する原告

の異議申立てを一方的に排斥した点につき、審理手続指針に違背する旨主張するところ、

原告は、前提事実（６）ウ（ウ）ｂのとおり、本件争点確認表の送付を受けた後、令和

４年３月２０日付け主張書面（甲４１）により、本件争点確認表に対する意見を述べて

いる。 

       しかしながら、審理手続における争点整理は担当審判官の裁量に委ねられている上、

原告が令和４年３月２０日付け主張書面（甲４１）において主張する内容を踏まえても、

本件争点確認表における争点整理が不適切なものであるとは認められない。そうすると、

本件担当審判官が本件争点確認表に対する原告の異議申立てに応じなかったことを含め、

本件担当審判官による争点整理について、裁量権の範囲を逸脱し、又はこれを濫用した

ものとは認められない。 

       また、原告は、本件争点確認表の「争いのない事実」において、再調査審理庁が棄却

の再調査決定をした等の虚偽の記載がある旨主張するが、岡山東税務署長が再調査審理

庁として本件各再調査決定をしたことに違法がないのは前記２（３）オ及び３（２）の

とおりであり、その他に虚偽の記載の存在はうかがわれないから、原告の上記主張も採

用することができない。 

     エ 加えて、原告は、本件担当審判官は、審理手続指針における終結の要件を満たしてい

ないにもかかわらず本件各審査請求に係る審理手続を終結しており、違法であるなどと

主張する。 

       しかしながら、本件担当審判官は、令和４年３月２３日付けで、原告に対し「意見書

の提出について」（甲４２）を送付し、争点を再設定する必要があるとは認められない

こと、必要な審理を終えたと認められるときは審理手続を終結するため、主張の追加等

をする場合には同年４月７日までに提出することを告げ、原告から提出された同月３日

付け主張書面（甲４３）の写しを岡山東税務署長に送付し、同署長から意見書を提出す

る予定がない旨を確認して本件各審査請求に係る審理手続を終結し、その後原告から提

出された「「審理手続の終結通知」（令和４年１３日付）取り消しの訴え」と題する書面

（甲４５）を踏まえても審理手続を再開する必要はない旨判断したものである。そうす

ると、上記のような審理の状況や、原告及び岡山東税務署長の主張の内容等に照らして、

本件担当審判官が審理を終結させたことについて、裁量権の範囲の逸脱又はその濫用が

あったということはできない。 

     オ 次いで、原告は、本件裁決の内容には虚偽の記載があり、違法であると主張する。 

       しかしながら、原告の上記主張は、結局において、本件担当審判官が証拠の評価を誤

ったこと等により、違法な内容の本件充当処分、本件差押処分及び本件交付要求が是認

されたという趣旨をいうものと解され、それは上記各処分の違法をいうものに帰すると

ころ、本件裁決の取消しの訴えに際してこれらを理由とすることはできず、主張自体失
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当であるというほかはない（行政事件訴訟法１０条２項）。この点をおくとしても、既

に説示したところからすれば、原告が虚偽の記載であるとして主張する諸点は、いずれ

も理由がないことが明らかであり、本件裁決の内容が虚偽であるとは認められない。 

  （３）小括 

     以上のとおり、本件各審査請求に係る審理手続に、本件担当審判官において、その裁量権

の範囲を逸脱し、又はこれを濫用した違法があるとは認められないというべきであり、その

他、本件裁決に違法があることをうかがわせる事情はないから、本件裁決は適法である。 

  ５ その他の原告の主張について 

    以上のほか、原告が種々主張する点は、いずれも主張自体失当であるか、その前提を欠くも

のであって、前記４までの結論を左右しない。 

 第４ 結論 

    よって、本件訴えのうち、本件交付要求の取消しを求める部分及び本件裁決のうちの本件交

付要求に係る部分の取消しを求める部分は不適法であるからこれらを却下し、その余の請求

は争点４について判断するまでもなくいずれも理由がないからこれらを棄却することとして、

主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第５１部 

裁判長裁判官 岡田 幸人 

   裁判官 横地 大輔 

   裁判官 藤本 思帆音 
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